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会 社 名  ポ バ ー ル 興 業 株 式 会 社 

代 表 者 名  代表取締役社長  松 井  孝 敏 

  （コード番号：4247 東証スタンダード・名証メイン） 

問 合 せ 先  管 理 部 長  江 藤 英 明 
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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2026（令和８）年１月21日開催の取締役会において、2026年４月１日を効力発生日として、当社

の完全子会社である株式会社日新製作所（本社：大阪市港区 代表取締役 小木曽 良充）を吸収合併（以

下、「本合併」といいます。）することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。な

お、本合併は、完全子会社を対象とする簡易合併・略式合併であるため、開示事項及び内容を一部省略して

開示しております。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

株式会社日新製作所は、当社の完全子会社であり、回転式熱交換器・搬送機などの製造・販売を行ってお

りますが、このたび、業務運営の効率化と経営資源の有効活用を図るため、同社を吸収合併することといた

しました。 

 

２．本合併の要旨 

(1) 合併の日程 

取締役会決議日 2026（令和８）年１月 21 日 

合併契約締結日 2026（令和８）年１月 21 日 

効 力 発 生 日 2026（令和８）年４月 １日（予定） 

（注）本合併は、存続会社である当社においては会社法第 796 条第２項に規定する簡易合併、消滅会社であ

る株式会社日新製作所においては会社法第 784 条第１項に規定する略式合併に該当するため、それぞ

れの株主総会による吸収合併契約の承認を得ずに行います。 

 

(2) 合併の方式 

当社を吸収合併存続会社、株式会社日新製作所を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式で、株式会社日

新製作所は解散いたします。 

 

(3) 合併に係る割当ての内容 

当社の完全子会社との合併であるため、本合併による新株式の発行及び金銭等の交付はありません。 

 

(4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。  



 

３．合併当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（1） 名 称 ポバール興業株式会社 株式会社日新製作所 

（2） 所 在 地 名古屋市中村区野田町字中深 30 番地 大阪市港区波除二丁目９番 11 号 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 松井 孝敏 代表取締役社長 小木曽 良充 

（4） 事 業 内 容 
総合接着・樹脂加工品（ベルト関連、

研磨関連）の製造・販売 

回転式熱交換器・搬送機などの特殊設

計機械の製造・販売 

（5） 資 本 金 179,605 千円 10,000 千円 

（6） 設 立 年 月 日 1964 年 11 月２日 1967 年２月８日 

（7） 発 行 済 株 式 総 数 2,634,800 株 20,000 株 

（8） 決 算 期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（9） 

大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

（2025 年 9 月 30 日現在） 

株式会社ＫＡＹ 33.34％ 

光通信ＫＫ投資事業 

有限責任組合 6.49％ 

神田亜希 3.91％ 

神田有華 3.91％ 

ポバール興業 

従業員持株会 3.58％ 

神田隆生 2.99％ 

神田誠太郎 2.73％ 

堀田忍 2.73％ 

中島幸子 2.41％ 

村岡克彦 1.66％ 

ポバール興業株式会社  100.0％ 

 

  



 

直近事業年度の財政状態及び経営成績 

 
吸収合併存続会社 

（ポバール興業株式会社） 

吸収合併消滅会社 

（株式会社日新製作所） 

決 算 期 2025 年３月期（連結） 2025 年３月期（単体） 

純 資 産 5,717,895 千円 191,817 千円 

総 資 産 7,152,609 千円 280,244 千円 

１ 株 当 た り 純 資 産 2,165.93 円 9,590.85 円 

売 上 高 3,378,056 千円 96,457 千円 

営 業 利 益 238,593 千円 ▲ 7,570 千円 

経 常 利 益 267,967 千円 ▲ 6,258 千円 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
80,503 千円 ▲ 7,924 千円 

１株当たり当期純利益 30.56 円 ▲ 396.25 円 

 

４．合併後の状況 

本合併後の当社の名称、事業内容、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本金及び決算期は、いずれも本

合併前と変更はありません。 

 

５．業績に与える影響 

本合併は、当社の完全子会社との吸収合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

 

以 上 


